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　プロジェクトの実施概要　

①プロジェクトの目的

　平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震に

より，液状化が東北地方および関東地方合わせて

1都 12県と広範囲で発生し 1），住宅の沈下・傾

斜による被害は平成 23年 9月 27日時点で 26914

件に及んだ 2）。

　茨城県ひたちなか市田中後および海門町におい

ても液状化による住宅の沈下が見られたが，軟弱

地盤対策として杭基礎を使用した住宅において，

液状化層が薄い田中後では沈下による被害が見ら

れず，液状化層が厚い海門町では沈下による被害

が見られた。既往の研究 3）により，杭が液状化

対策として有効であることが示されているが，液

状化層厚と杭長の具体的な関係性は明らかにされ

ていない。そこで，本研究では，液状化層厚と杭

長の関係に着目し，杭基礎による液状化時のめり

込み沈下抑制効果を調査するとともに，めり込み

沈下対策としての杭基礎の適用方法の提案を行う

ことを目的とする。

　図－ 1に研究の流れを示す。実験条件の設定お

よび模型構造物の設計を行い，1g場振動台模型

実験装置を用いて，杭基礎による模型構造物の液

状化時めり込み沈下抑制効果について調査する。

その実験結果を用いて，液状化時めり込み沈下対

策としての杭基礎の適用方法の提案を行う。

②連携の方法及び具体的な活動計画

　連携の方法は，各連携先の役割を分担し定期的

に打ち合わせを実施する。

・ 茨城大学：1g場振動台模型実験装置を用いて

模型実験を行い，杭基礎による液状化時のめり

込み沈下抑制効果を調査する。さらに，ひたち

なか市ハザードマップの情報提供を行う。

・ ひたちなか市：ひたちなか市での住宅被害のヒ

アリング調査や液状化対策のガイドライン作成

等を行う。また，ひたちなか市の地盤情報や住
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図－ 1　研究の流れ
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宅基礎情報等を提供する。

・ 川崎地質：周辺地盤の情報を整理する。液状化

強度 FL値，液状化指数 PL値を算出し液状化

ハザードマップを作成する。また，周辺地盤の

情報提供を行う。

・ 旭化成建材：対象地域の住宅基礎の整理を行う。

また，液状化時沈下抑制対策について情報提供

を行う。

③期待される成果

　杭基礎による新設住宅の液状化時沈下抑制工法

を提案できる。また，この研究が今後起こりう

る，巨大地震による液状化時の構造物傾斜被害の

対策になると考える。

　プロジェクトの実施成果　

①活動実績

　以下に，活動実績について示す。

1．本研究で使用した実験装置および実験条件

1.1　1g 場振動台模型実験装置と計測項目

　図－ 2に 1g場振動台模型実験装置の概要図を

示す。1g場振動台模型実験は杭基礎による構造

物のめり込み沈下抑制効果の有無を把握するため

に行った。模型土槽の寸法は幅 1000 mm×高さ

480 mm×奥行き 200 mmである。また，構造物

沈下量，過剰間隙水圧比，応答加速度は，変位計

（S1,S2），間隙水圧計（W1～W6），加速度計（A1

～ A3）を図－ 2に示す位置に設置して計測した。

地盤沈下量は，模型土槽上面から定規で計測し

た。

1.2　模型地盤材料および相似則による模型の設計

　一様な液状化層作製のため，模型地盤材料とし

て豊浦標準砂（土粒子密度ρs=2.632 g/cm3）を

用いた。地盤高さは模型土槽底部より 390 mm

である。本研究では，液状化判定深度 20 mと模

型地盤高さ 390 mmにより実物と模型の比λ≌ 51

とした。λを用いた相似則によって，一般的な木

造 2階の戸建て住宅を模擬した。模型構造物の

寸法は，幅 170 mm×高さ 15 mm×奥行き 200 

mm，材料はアクリル製，質量は 0.7 kgとなっ

た。模型杭の寸法は杭径 9.8 mmのアクリル製で

あり，杭長 120,220,370 mmの 3種類を各 25本

用いた。

2．1g 場振動台模型実験の手順

　実験手順を（1）～（5）に示す。

（1） 模型土槽内に模型地盤を作製した。模型地盤

は非液状化層（相対密度 Dr=70％）および液

状化層（Dr=30％）で構成した。非液状化層

はバイブレータにより，液状化層は空中落下

法により作製した。

（2） 液状化による地盤挙動把握のため，色砂を模

型地盤底部から 170,210,250,290,330,370 mm

に敷設した。

（3） 模型土槽底部より水を注水し，地下水位を地

表面まで上昇させ，模型杭および模型構造物

を設置した。

（4） 計測器を作動させ，入力加速度 200 gal，周

波数 5 Hzの正弦波を模型地盤に 6秒間与え

た。また，構造物沈下量，地盤沈下量，過剰

間隙水圧，応答加速度をそれぞれ計測した。

（5） 色砂の変化を確認するため，模型地盤の切り

出しを行った。切り出しは計測終了後，約

24時間排水してから行った。

図－ 2　1g 場振動台模型実験装置の概要図
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3．�杭基礎によるめり込み沈下への影響に関する

考察

3.1　実験ケースとめり込み沈下量

　本実験では，全 15ケースの実験を行った。実

験ケースの名称を CASE液状化層厚：杭長と表

記しており，例えば，液状化層厚 340 mm，杭長

220 mmを用いた実験ケースは CASE34:22であ

る。ここで，めり込み沈下量は構造物が地盤内へ

めり込む量を定量的に示すものである。図－ 3に

構造物沈下量および地盤沈下量の時刻歴を示す。

図－ 4に構造物沈下および地盤沈下の発生タイミ

ングの違いを示す。図－ 3および図－ 4より，構

造物沈下が大きく発生するのは，加振中である。

地盤沈下が大きく発生するのは，加振終了後であ

る。ここで，地盤沈下は過剰間隙水圧の消散によ

り行われることが分かっている。したがって，杭

基礎がめり込み沈下に影響を及ぼすタイミング

は，構造物が沈下する加振中であると考える。

3.2　杭基礎によるめり込み沈下抑制効果

　図－ 5にめり込み沈下量と液状化層厚の関係

を，図－ 6にめり込み沈下量と杭先端から非液状

化層までの距離の関係を示す。図－ 5より，液状

化層厚ごとに杭基礎によるめり込み沈下抑制効果

が見られ，杭を長くすることによって，めり込み

沈下量および構造物直下地盤の圧縮量が減少する

ことが分かる。図－ 6より，杭先端から非液状化

層までの距離が短くなることで，めり込み沈下量

が減少傾向にあることが分かる。また，杭先端か

ら非液状化層までの距離が等しい場合，液状化層

が厚い程，めり込み沈下量が小さくなることが分

かる。したがって，杭を長くするだけではなく，

杭が非液状化層に近いとめり込み沈下量を抑制す

る効果が得られると考える。

3.3　杭基礎によるめり込み沈下への影響

　杭によりめり込み沈下が抑制された要因には，

過剰間隙水圧比の大きさおよび消散開始時間が関

係していると考えられる（図－ 7参照）。消散開

図－ 3　構造物沈下量と地盤沈下量の時刻歴

図－ 4　 加振前中後における沈下発生タイミング

の違い

図－ 5　めり込み沈下量と液状化層厚の関係

図－ 6　 めり込み沈下量と杭先端～非液状化層の距
離の関係
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始時間を比較すると，CASE34:0では約 17～ 18

秒，CASE34:22では約 14～ 15秒と違うことから，

杭を構造物直下地盤に挿入した際に地盤の相対密

度が増加したことが要因と考えられる。そして，

周辺地盤の相対密度と違いが生じたために，杭と

地盤が一体化したことが考えられる。

　杭先端から非液状化層までの距離が短くなるに

連れて，めり込み沈下抑制効果が現れた要因は，

図－ 8の構造物直下地盤の圧縮量と杭先端から非

液状化層の距離の関係から分かる。距離が短くな

るに連れて，圧縮量が減少する傾向が見られるこ

とから，圧縮領域の減少によりめり込み沈下量も

減少することが考えられる。

　液状化層が厚くなるに連れてめり込み沈下抑制

効果が現れた要因として，上載圧による側方の拘

束が大きいため，構造物直下地盤の側方へはらみ

出す砂の量が少なくなることが挙げられる。はら

み出す分の砂が構造物直下にとどまることで，圧

縮する力に対して反力が生じると考える（図－ 9

参照）。

　上記 3つの要因は液状化発生中に影響するもの

である。以上より，杭基礎を使用したときのめり

込み沈下抑制のメカニズムは図－ 10のようにな

ると考えられる。

4．�杭基礎のめり込み沈下対策としての適用方法

の提案

4.1　実験結果を用いた実地盤の沈下量算出

　実験結果から，杭基礎には非液状化層に貫入せ

ずともめり込み沈下を抑制する効果をもたらすこ

とが分かった。図－ 11にめり込み沈下比と杭長

と液状化層厚の比の関係を示す。図－ 11は，杭

使用時のめり込み沈下量が無対策時と比較し，液

状化層厚と杭長の比に対してどれだけ低減するか

を示すものである。例えば，めり込み沈下量を無

対策時の半分に低減したい場合，液状化層に対し

て 0.9倍の杭長を用いる必要がある。実地盤での

図－ 7　W4 における過剰間隙水圧比の違い

図－ 9　上載圧によるはらみ出し量の違い

図－ 10　めり込み沈下抑制のメカニズム

図－ 8　 構造物直下地盤の圧縮量と杭先端非液状化
層の距離
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無対策時のめり込み沈下量が分かれば，任意の杭

長における沈下量の抑制効果を図－ 12のように

評価することができる。

　以上より，CASE34:22の実地盤における杭使

用時のめり込み沈下量 Smを算出した。表－ 1の

算出に用いた値より，杭使用時のめり込み沈下量

Sm=0.087 mであった。これは，戸建て住宅のめ

り込み沈下の許容値 150 mm4）の約 6割に相当す

ることから，実地盤においてもめり込み沈下抑制

効果が得られると期待できる。

4.2　めり込み沈下対策としての適用方法提案

　杭基礎を液状化時めり込み沈下対策として適用

する場合，戸建て住宅のめり込み沈下をどの程度

許容するかが重要な点である。めり込み沈下の許

容値が決定されれば，図－ 12により杭長を決定

することが可能となる。めり込み沈下を許容しな

い場合，非液状化層まで杭を貫入する。以上のよ

うに，液状化時のめり込み沈下対策として杭基礎

の適用方法を提案する。しかし，図－ 3に示すよ

うに，加振中は杭使用時においても構造物沈下量

と地盤沈下量の差が大きいため，ライフラインの

寸断が考えられる。したがって，構造物とライフ

ラインの接続部を可動式にするなど配慮が必要で

ある。

5．結論

1） 杭を長くすることでめり込み沈下量が減少す

る。これは杭を構造物直下地盤に挿入したこ

とで，相対密度増加による地盤の一体化によ

り，液状化の程度が小さくなったことが考え

られる。

2） 杭先端から非液状化層までの距離が短いとめ

り込み沈下量が減少する。これは構造物直下

地盤の圧縮する領域が小さいことが要因とし

て考えられる。液状化層が厚い程，構造物直

下地盤の側方へのはらみ出しが小さいことも

要因の 1つであると考える。

3） CASE34:22におけるめり込み沈下量を，実地

盤に置き換えると，許容値にめり込み沈下量

が収まっていた。このことから，杭基礎を用

いることで，非液状化層に貫入せずとも，め

り込み沈下抑制効果を得られた。

4） 沈下を許容する場合，目標とするめり込み沈

下量を設定し，図－ 11および図－ 12により

杭長を決定する。沈下を許容しない場合，杭

を非液状化層に貫入する。ただし，構造物の

接続部を可動式にするなど配慮が必要である。

6．アウトリーチ活動

　本研究の成果を地域社会へ還元するためのアウ

図－ 11　めり込み沈下比と杭長比の関係

図－ 12　杭使用時めり込み沈下量算出手順

表－ 1　 本実験結果を実地盤に換算したときの各算
出値

変化の割合 a 1.649 実地盤沈下量 Sg0 0.66 m

杭長 LP 12.1m
杭先端から非液状
化層の距離 LR

6.6 m

液状化層厚
LR0

18.7m
無対策時のめり
込み沈下量 Sm0

0.15 m

構造物沈下量
Ssd

0.81m
杭使用時のめり
込み沈下量 Sm

0.087 m
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トリーチ活動は以下のとおりである。

・ ひたちなか市で作成している液状化ハザード

マップ解説書（仮名）において，戸建て住宅の

液状化被害防止および低減技術について，本研

究の成果を紹介するとともに，地域住民が対策

の必要性や効果の理解を促進する地域社会還元

を行なっている。このひたちなか市の液状化ハ

ザードマップ解説書（仮名）は，平成 27年度

公開予定である。

・ 平成 25年度から本プロジェクトで取り組んで

いる活動について，NHKの TV番組「あさイ

チ」（2015年 3月 11日放映）に地域自治体と

大学が共同で取り組んでいる活動のひとつとし

て紹介された。番組の反響は大きく，より一層

の研究成果が社会還元される期待の大きさを再

認識した。

②プロジェクトの達成状況

　杭長，液状化層厚，めり込み沈下量の関係性に

ついて 1g場振動台模型実験装置を用いて明らか

にした。

　また，得られた結果は地域住民に配布する防災

マップの個別対策方法の紹介に掲載され，地域貢

献に大きく寄与することができた。

　さらに，地盤調査会社および住宅基礎メーカと

の協力を得ることができ，産官学連携と地域貢献

へのより強固な体制を作ることができた。

③今後の計画と課題

・ 数値解析を実施し，解析的に杭基礎の効果を調

査する。

・ 地下水位や地盤の相対密度の変化と杭基礎の液

状化時沈下抑制効果の関係性を明らかにするた

め 1g場振動台模型実験を行う。

・ 液状化層が厚い海門町のような地区を対象とし

た液状化時沈下抑制対策工法としてジオシンセ

ティックスに着目し，その効果について 1g場

振動台模型実験装置を用いて調査する。

・ 地域住民に対するアウトリーチ活動を行い，地

域貢献に寄与する。

・ 引き続き産官学連携と地域貢献への強固な体制

を維持，拡大していく。

・構造物傾斜効果についても明らかにする
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